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別記様式（第４条関係） 

会    議    録 

会 議 の 名 称 平成２８年２月１５日 定例庁議  

開 催 日 時 

午前９時１４分から  

平成２８年２月１５日（月） 

午前１１時９分まで  

開 催 場 所 市長公室 

出 席 者 

富岡市長、田中副市長、三好教育長、神田市長公室長、重岡

危機管理監、上野総務部長、内田市民環境部長、三田福祉部

長、薮塚健康づくり部長、澤田都市建設部長、田中会計管理

者、佐藤水道部長、木村議会事務局長、嶋学校教育部長、島

村生涯学習部長、内田監査委員事務局長  

（担当課１）  

大髙下水道課長、榎本同課長補佐兼業務係長、松本同課専門

員兼下水道管理係長  

（担当課２）  

益田地域づくり支援課長、堀川同課主幹兼課長補佐、同課同

係稲倉主事  

（担当課３）  

林福祉課長、岩城同課主幹権課長補佐、有馬同課長補佐兼地

域福祉係長  

（事務局）  

宮村市長公室次長兼市政情報課長、佐藤政策企画課長、関口

同課主幹兼課長補佐、同課政策企画係芦原主任、稲葉秘書課

長  

会 議 内 容 

１ 朝霞市公共下水道事業区域外流入に関する受益者分担金条例（案） 

２ 第３次朝霞市防犯推進計画（案） 

３ 第３期朝霞市地域福祉計画（案） 

４ 平成２８年第１回市議会定例会提出議案 

会 議 資 料 

・朝霞市公共下水道事業区域外流入に関する受益者分担金条例制定の

経緯及び概要 

・朝霞市公共下水道事業区域外流入に関する受益者分担金条例 

・朝霞市公共下水道事業区域外流入に関する受益者分担金条例施行規則（案）  

・第３次朝霞市防犯推進計画（案）の概要 

・第３次朝霞市防犯推進計画（案） 

・第３期朝霞市地域福祉計画（案）概要版 

・第３期朝霞市地域福祉計画（案） 
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会 議 録 の 

 

作 成 方 針 

□電磁的記録から文書に書き起こした全文記録 

□電磁的記録から文書に書き起こした要点記録 

■要点記録 

□電磁的記録での保管（保存年限   年） 

電磁的記録から文書に書き起こした

場合の当該電磁的記録の保存期間 

■会議録の確認後消去 

□会議録の確認後 か月 

会議録の確認方法 

 出席者の確認及び事務局の決裁 

そ の 他 の 

必 要 事 項 
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審議内容（発言者、発言内容、審議経過、結論等） 

【市長あいさつ】 

 

【議題】 

 

１ 朝霞市公共下水道事業区域外流入に関する受益者分担金条例（案）について 

 

【説明】 

（担当課１：大高） 

・条例を制定する目的は、これまで分担金の徴収については「公共下水道区域外流入事

務取扱要綱」に基づき、対応してきたところであるが、区域外流入に係る分担金は、

地方自治法第２２４条に定められている利益を受けるものから徴収することができ

る。」分担金に該当し、また、同じく地方自治法第２２８条において、「分担金、使用

料、加入金及び手数料に関する事項については、条例でこれを定めなければならない。」

と規定されていることから、今回、要綱による運用から条例に基づく運用とするため、

条例を制定することとしたものである。 

・「区域外流入受益者分担金」の内容であるが、市街化調整区域に居住する者が、汚水の

処理方法を浄化槽ではなく隣接する公共下水道に接続して処理したいとの希望があっ

た場合、申請により区域外流入を許可しているところである。その際、当該土地所有

者より下水道整備の費用の一部に充てるため徴収しているものである。 

・条例は全９条からなっており、第１条が「分担金の徴収の趣旨」、第２条が「用語の定

義」、第３条が「分担金の賦課及び徴収」、第４条が「分担金の額」１平米あたり１，

５５０円である。第５条は「分担金の徴収方法」納付は原則として一括納付としてい

る。第６条が、「分担金の徴収猶予」、第７条が「分担金の減免」主に公共団体が使用

する場合で、受益者負担金条例と同様のものとなっている。第８条が「延滞金と金額

の端数処理」、第９条が細目的事項の「規則への委任」を規定している。 

・施行期日は、平成２８年４月１日を予定している。 

・近隣市の状況としては、荒川右岸１０市３町で申し上げると、要綱での運用が朝霞、

入間、ふじみ野、富士見の４市、条例を整備しているところが、川越、所沢、新座、

狭山、三芳、川島、吉見の７団体、その他、志木市は区域外流入を認めていないため

規定なし、また、和光市は終末処理場があるため、過去に県より迷惑料をもらってい

たという経緯があり、そもそも市民に負担金を課していない状況である。 

 

［２月８日の政策調整会議の要旨について］ 

・分担金を１，５５０円に設定している根拠については、旧暫定逆線引き地区の汚水管

整備費から国庫補助金を除いた市の持ち出し分となる整備費用に、過去に整備した幹

線整備費を暫定調整区域の面積で按分して算出した事業費を加えた額を、旧暫定逆線

引き地区の面積で割った１平米あたりの工事費が分担金の１，５５０円となっている
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とのことであった。 

・この金額が一般的に見て高いのか、安いのかとの質問については、荒川流域の１０市

町では一番高い金額となっている。新座市は１，２００円、川越市が６９０円、所沢

市１０３０円、入間市が９２５円、ふじみ野市が７４０円、富士見市が５１０円、三

芳町が４００円、川島町が６７０円、吉見町が６５０円でとのとこであった。 

・計算式は市で設定できるか否かについては、分担金ではなく、受益者負担金の計算式

は設定できるとのこと。国の通達で整備に係る費用の３分の１から５分の１が妥当だ

とされているが、市では住民の負担軽減として５分の１を採用し３１０円と設定して

いる。他市は多くは３分の１を採用している。分担金に関しては、１，５５０円を採

用している。 

・整備が進んでコストが投下されているから高いのか、整備率が高い地区だから高くな

るのかとの問いに対し、過去の受益者負担金は安価で、工事費についても安価な時代

に整備した単価であり、１，５５０円については、直近の工事費を元に積算している

ので、他の自治体と比べて割高になっていることが理由のひとつと考えられるとのこ

とである。 

・要綱には区域外の定義として「都市計画法の市街化区域」とされていた部分が、「公共

下水道計画の区域外」と変更しているこれは、対象区域について、「受益者負担金条例

の負担区として定められた区域以外」としていたが、利用者にとって分かりやすいよ

う「公共下水道事業計画の区域外」としたものである。 

・要綱には申請許可に関する条項があったが、今回、許可はあるが申請に関する条項が

ない。区域外流入の手続きは、下水道法の第２４条に基づき朝霞市下水道条例の第 

２０条に規定している。この２０条に基づき区域外流入の許可を行っているので、今

回の分担金については記載しない判断をしたものである。 

・第７条の減免の規定について、第２項第３号について、「公共の用に供することを予定

している土地」とあるが、第１項の「公用に供している土地」は同じ減免率であるの

で、まとめることはできないのかとの問いに対しては、第１項は徴収しない規定で、

第２項第３号は減免の規定であるため、まとめることはできないとのことであった。 

 

【意見等】 

なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

 

【議題】 

 

 ２ 第３次朝霞市防犯推進計画（案）について 
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【説明】 

（担当課２：益田） 

・朝霞市防犯推進計画は、朝霞市防犯推進条例第９条において、「市は、防犯に関する施

策を計画的に推進するための計画を策定するものとする」とされ、これに基づき、策

定をするものである。この計画は、第１次計画が平成１８年度から平成２２年度まで、

第２次計画が、平成２３年度から平成２７年度までとされているため、平成２８年度

からの計画として、第３次計画を策定するものである。 

・計画の構成は、「第１ 計画策定の趣旨」、「第２ 計画の基本方針と目標」、「第３ 計

画の性格」、「第４ 計画の内容」の４項目で構成されている。これに、５として、参

考資料を加えたものである。 

・「第１ 計画策定の趣旨」であるが、この項目では、「１ 計画策定の趣旨」、「２ 市

民意識調査にみる施策満足度・重要度」、「３ 本市の犯罪情勢とその背景」の３点に

言及をしている。 

・「１ 計画策定の趣旨」だが、本計画及びその実施計画に基づき防犯に関する施策を推

進した結果、犯罪の発生は減少傾向にある。しかしながら、高齢者を狙った振り込め

詐欺などは、その手口をますます複雑巧妙化させ、件数、被害金額ともに増加の傾向

にある。子どもに対する声掛け事案や不審者の出没などの犯罪の前兆行為も全体の件

数から見ると少ないが、依然として発生をしており、安全で安心なまちづくりを推進

するためには、引き続き、市、市民、事業者、土地建物所有者や警察等の関係団体等

が一体となり、防犯に関する活動を強力に展開していくことが必要であるとし、犯罪

を起こさせにくい地域環境づくりをより一層推進するため、平成２８年度から３２年

度までを計画期間とする本計画を策定するものである。 

・「２ 市民意識調査にみる施策満足度･重要度」であるが、平成２６年２月の市民意識

調査では、「生活（防犯、消費生活等）」の満足度は全３２項目中第６位、重要度は第

１２位であり、市民の要望に応えるためにも、引き続き防犯施策を推進するとしたも

のである。 

・「３ 本市の犯罪情勢とその背景」だが、本市の刑法犯認知件数は、平成２２年には、

１，６９１件であったものが、平成２６年には１，３８５件となっており、また、人

口１，０００人当たりの発生件数では、１３．０９件から１０．４７件へと減少傾向

にある。これは、本計画に基づき、市、市民、事業者、警察など、関係機関との連携

により、各種防犯施策に取り組んだことが、少なからず影響しているものと考える。

しかしながら、その一方で、振り込め詐欺などの高齢者を狙った犯罪や、子どもを狙

った声掛け事案、不審者の出没などの犯罪前兆行為が増加傾向にあり、引き続き、取

組が必要であるとしたものである。 

・第２「計画の基本方針と目標」であるが、この項目では、「１犯罪を起こさせにくい地

域環境づくりの推進」、「２推進体制の整備」、「３数値目標の設定」の３項目を掲げて

いる。 

・「１犯罪を起こさせにくい地域環境づくりの推進」だが、安全で安心なまちを築いてい

くために、犯罪件数の大部分を占める該当犯罪や侵入盗などのほか、高齢者を狙った
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振り込め詐欺、子どもに対する声掛け事案や不審者の出没等の犯罪前兆行為、犯罪の

温床となるおそれのある管理不全な空き家等の増加等を防止するためには、地域が一

体となって活動することが必要である。そのために、犯罪を行おうとする者を地域に

入り込みにくくさせる「領域性」、犯罪を思い止まらせる「監視性」、犯罪に対する抵

抗力を強化する「抵抗性」をそれぞれ高めて、犯罪を起こさせにくい地域環境づくり

を推進することとしている。 

・「２ 推進体制の整備」であるが、市、市民、事業者、土地建物所有者及び警察やその

他関係団体がお互いに連携し、一体となって防犯に関する施策を総合的かつ計画的に

実施する推進体制を整備することとしており、具体的には、朝霞市防犯推進条例第 

１１条に基づき、朝霞市防犯推進計画会議において、本計画の策定及び計画の進捗状

況等の検証を行うこととしている。 

・「３ 数値目標の設定」であるが、本計画に基づき実施する予定の事業をまとめた「第

３次朝霞市防犯推進計画実施計画」において、年度ごとに目標数値を設定することと

した。また、この目標は、計画期間中であっても、社会情勢等の変化により必要が生

じた場合は、適宜、見直すこととした。 

・「第３ 計画の性格」だが、ここでは、本計画は、防犯に関する施策の大綱を定めたも

のであること、また、計画期間を平成２８年度から平成３２年度までの５年間とし、

さらに、本計画に基づき実施する予定の事業をまとめた実施計画を、別途、策定する

こととした。 

・「第４ 計画の内容」だが、ここでは、「１ 市の取組」、「２ 市民の取組」、「３ 事

業者等の取組」について、言及をしている。 

・「１ 市の取組」だが、（１）広報その他の啓発による防犯意識の高揚、（２）防犯に関

する自主的な活動を推進するための支援、（３）都市環境の整備による安全な地域社会

の構築、（４）学校等の防犯対策の推進による子どもの安全確保、（５）パトロールの

実施、（６）推進体制の整備、の６項目に取り組むこととし、また、各項目に位置付け

られた取組内容が、犯罪を起こさせにくい地域環境づくりにおける、領域性、監視性、

抵抗性のどの部分を高めるための取組なのかについて記載をしている。 

・「２ 市民の取組」であるが、（１）防犯に関する意識の高揚、（２）自主的な防犯活動

の２項目に取り組むこととしている。内容としては、日頃から防犯意識を持って行動

することが必要であり、自分たちの安全は自分たちで守るという認識を持ち、市民一

人ひとりが防犯に関する意識を高めていくことが大切であるとしている。また、高齢

者などを狙った振り込め詐欺が依然として増加し、その手口も巧妙化、複雑化してい

る現状を踏まえ、高齢者やその家族に対し、犯罪予防知識の向上を図ることとしてい

る。 

・「３事業者等の取組」であるが、（１）防犯に関する意識の高揚、（２）地域における防

犯活動の推進と事業活動における防犯対策に取り組むこととしている。これは、事業

者においては、従業員も含めて地域の一員であるとの認識に立ち、防犯に関する意識

を高め、自らの事業活動における防犯対策に取り組むとともに、住民活動への積極的

な参加や市との協働について取り組むこととしている。 
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・参考資料としては、「第３次朝霞市防犯推進計画（案）」の２２頁以降になるが、朝霞

市防犯推進条例、朝霞市防犯推進計画会議委員名簿、朝霞市防犯推進庁内連絡会議設

置要綱、本計画の策定経過を掲載している。 

・補足の説明となるが、朝霞市防犯推進計画会議だが、市が関係する団体から推薦され

た者１１名、関係行政機関の職員２名、及び公募市民２名の合計１５名により構成さ

れ、本計画の策定に向け、計画の素案、原案及び計画案の内容等の検討のため、会議

を３回行った。 

・庁内の関係１３課の課長補佐級職員により構成された「朝霞市防犯推進庁内連絡会議」

を３回開催し、防犯推進計画会議へ提出する内容等について検討を行った。 

・このほか、パブリックコメントを平成２７年９月１８日から１０月１９日までの１ヶ

月間実施し、１件の意見をいただいた。また、職員コメントは４件の意見をいただい

た。 

 

［２月８日の政策調整会議の要旨について］ 

・数値目標について「別途策定する『第３次朝霞市防犯推進計画実施計画』において

年度ごとに設定し」とあるが検討状況について、年度ごとの設定とは実施計画を策定

の際に５年分の設定をするのかとの問いについては、平成２８年度の初めに設定する

予定であり、数値目標は、目標年次３２年度の数値目標と現状の数値、３年後との目

標値をとりまとめて掲載する予定である。 

・「警察やその他の関係団体」「警察やその他関係機関の連携」とあるが、同じものを指

すのであれば表現を統一する必要があるのではないかとの指摘に対し、文言を精査し

たうえでどちらかに統一する。 

・「学校等の防犯対策」の「等」はどの範囲を指すかとの問いに対しては、学校内外、保

育園、幼稚園を含めたものであるとの説明であった。 

・自転車盗対策に特化した項目があるが、それは、自転車盗が犯罪件数で最多であるた

め、このように位置付けたものであるとの説明であった。 

・防犯カメラについては、学校の防犯カメラを推進するとの記載だが、検討された結果

ということかとの問いに対しては、学校施設の監視性を高める意味で、さらに進めて

いくものである。また、通学路は広範囲に渡り、計画には位置付けてはいないが、町

内会・自治会の防犯カメラについては、補助金としての支援を考えているとのことで

あった。 

・第２次防犯推進計画との違いについては、数値目標を実施計画で定めることとしてい

る点、振り込め詐欺など犯罪の手口が複雑化巧妙化していることを踏まえた点、子ど

もへの声かけ事案など犯罪につながるような前兆行為を未然に防ぐ必要性を踏まえた

点、空き家の適正管理の促進に関する法律や条例の施行に伴い第３次の計画にも位置

付けている点の４つが２次との違いであるとの説明であった。 

・防犯に関連する条例、防犯条例や空き家条例というすでに行われている市の取組が記

載されていないとの指摘に対しては、その点についても記載するよう検討するとのこ

とであった。 
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【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

 

【議題】 

 

 ３ 第３期朝霞市地域福祉計画（案）について 

 

【説明】 

（担当課３：林） 

・第２期朝霞市地域福祉計画の計画期間が本年度をもって終了することから、平成２８

年度から３２年度までの５か年を計画期間とする第３期朝霞市地域福祉計画を検討し

てきた。朝霞市地域福祉計画策定委員会等において審議し、計画の策定が終了し、計

画書（案）の提出が行われたところである。 

・策定にあたっては、１８歳以上の市民、小学校４年生以上１８歳未満の市民、地域で

活動する団体、福祉関係の専門職の方などにアンケートを実施し、地域福祉における

課題などを把握するとともに、パブリックコメント１件、職員コメント２５件の意見

をいただき、朝霞市地域福祉計画進行管理委員会の意見を伺いながら、朝霞市地域福

祉計画策定委員会等において、審議し検討を重ね、この度の計画書（案）の提出に至

ったもの。 

・政策調整会議の指摘を受けて修正した点は、社会福祉協議会の記載について、朝霞市

社会福祉協議会（以降は、市社会福祉協議会とする。）とした点、自転車駐輪場を自転

車駐車場に改めた点である。 

・第３期地域福祉計画は、全５章による構成となっている。第１章で計画の基本的な考

え方、第２章で統計やアンケートから見る市の現状、第３章で基本理念と基本目標、

第４章で目標ごとの内容、第５章で計画の推進について述べている。 

・第１章総論では、計画策定の背景や地域福祉についての説明、計画の概要や社会福祉

協議会との連携についての記述となる。今回の策定のポイントは、朝霞市社会福祉協

議会の「地域福祉活動計画」との連携を重視している点である。また、第２期朝霞市

地域福祉計画進行管理委員会での審議の内容や中間報告書について触れ、第３期計画

への引継ぎを行っている。なお、第３期朝霞市地域福祉計画では、新たに盛り込むべ

き事項が３点ある。一つ目が「地域包括ケアシステム」、二つ目が「避難行動要支援者

名簿」、三つ目が「生活困窮者自立支援法に基づく支援」となっている。 

・コラムとして、平成２５年度から実施している「地域福祉講演会」についての記述を

している。このあとにもコラムとして、団体の活動事例などを紹介している。 
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・第２章として、市の現状と課題について示している。統計から見る市の状況として、

人口や地域で支援を必要とする人の状況、地域の状況などを記述している。 

・２３頁からはアンケート・ヒアリング調査に見る市の現状を記載している。こちらで

は、市民の近所付き合いや地域での課題、地域活動などについて、２９頁まで記述し、

３０頁からは福祉専門職への記述形式のアンケートをもとに、専門職の立場から見た

課題についてまとめている。３３頁からは、市内の地域団体へのアンケートに回答い

ただいた団体を対象にヒアリングを実施した結果を元に、活動を行う上で困っている

ことや現在の活動状況などについて記述している。 

・３７頁からは、朝霞市社会福祉協議会が主体となって実施した地域懇談会についての

記述となる。こちらでは、市民を対象に、生活の中で感じていることや地域の課題を

把握するとともに、それらに対する解決策や方向性について意見を伺った内容を記載

している。 

・３９頁であるが、ここでは１４頁から３８頁までの市の現状や課題を踏まえ、整理し

たものを記述している。ここで挙げた分類が、基本目標や施策の方向性につながると

いう構成となっている。 

・第３章として、市の基本理念と、計画の基本目標を記載している。本来は、計画の基

本理念とするものとなるが、地域福祉の特性上、市だけでなく、市民、地域とともに

進めていくこととなるので、同時期に作成する朝霞市社会福祉協議会の「地域福祉活

動計画」と同じ方向を目指して地域福祉を推進していくことから、市の基本理念とし

ているところである。基本理念については、「地域福祉活動計画」の基本理念と共通の

ものとしている。 

・４９頁では、３つの基本目標を設定している。こちらも、社会福祉協議会と共通の目

標としている。また、前章の課題で整理した項目と一致するものとしている。 

・５１頁では、施策の体系について示し、５２頁では、５４頁以降の、第４章施策の展

開の頁の構成とその見方を説明している。 

・第４章として、施策の方向性ごとに見開きの頁としている。それぞれの施策の方向性

については、構成を、「現状と課題」から始まり、「施策の目指す姿」、「取り組みの方

向性」、「市民一人ひとりの取り組み」、「地域での取り組み」、「市や関係機関による取

り組み」としており、取り組み内容について例示する形での記述となっている。 

・第５章として、地域福祉計画の推進に向けての方向性や取組などを記述している。 

・資料編として、９２頁以降から１０４頁まで、策定経過、策定体制、用語解説などを

示している。 

 ・本計画書は、３月に委員及び関係各課長へ配付する予定としている。 

 

［２月８日の政策調整会議の要旨について］ 

・本計画書において関係の深い、社会福祉協議会の策定した「第３期朝霞市地域福祉活

動計画」についてはどこで入手することはできるかとの問いに対しては、社会福祉協

議会のホーム頁上で掲載されるとのことであった。 

・「３ 地域の状況」の自治会･町内会加入世帯と加入率の推移であるが、平成２７年が
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ないことの理由として、加入率については、平成２７年のデータは年度が終了し補助

金の交付がされないと率が出せないために記載していないとの説明であった。 

・計画期間について、第４次の計画期間が表記されているが必要があるかとの問いにつ

いては、第３次以降も継続して策定するとの考えにより記載したものとのことであっ

た。 

・都市基盤に関しての取組が記載されているが、福祉部の考え方や、都市基盤に関して

配慮する点などについて教えていただきたいとの意見については、第５次総合計画を

念頭において、分野を跨いで施策の推進していく必要性がある。今後、都市建設の分

野とも連携して進めていく考えで協議していきたいとの回答であった。 

・現状と課題に度々、道路照明灯・防犯灯の必要性が記載されているが、取組として記

載しなくて良いかとの問いに対しては、計画策定に当たって検討委員会を開催してき

たが、現状と課題については市民の生の声をまとめたものとし、方向性として示した

ものであるとして理解してほしいとの回答であった。さらに、課題がかなり具体的で

あるので、方向性がそれに対応している必要があるのではとの意見に対しては、地域

福祉計画は個々の実施計画を作るものではないこと、具体的な取組ではなく、全体的

な方向性を定めて施策を推進していく性質のものであるとの説明であった。 

  

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

 

【議題】 

 

 ４ 平成２８年第１回市議会定例会提出議案について 

 議案第４号 平成２８年度朝霞市一般会計予算について 

【説明】 

（上野総務部長） 

・第１条の歳入歳出の総額は、歳入歳出それぞれ３８２億５，０００万円で、平成２７

年度当初予算に比べて、１３億円、３．５％の増となっている。第２条の継続費につ

いては、８頁に掲載しているが、「市民会館耐震化事業」をはじめ、６事業を設定して

いる。第３条の債務負担行為については、１０頁に掲載しているが、「高齢者住宅整備

資金利子補給補助」など、７件の設定をするものである。第４条の地方債については、

１２頁に掲載しているが、「庁舎施設耐震化事業」など１４件について地方債を起こす

予定で計上している。 

・歳入については、第１款の市税は、前年度比０．９％増の２１２億６７０万 

１，０００円を計上している。第２款から第８款及び第１０款については、平成２６
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年度決算額、今年度の伸びや地方財政計画の伸び率、県の推計などにより算定してい

る。第９款の国有提供施設等所在市町村助成交付金については、平成２７年度の実績

に基づき計上している。第１１款の地方交付税については、普通交付税は、平成２７

年度交付額を考慮して積算した額に地方財政計画における前年度比０．３％減を乗じ

て得た額を計上している。特別交付税については、３年間の交付実績に基づき計上し

ている。これらを合わせた結果、前年度比８．２％増の４億４，９００万円を計上し

ている。第１３款の分担金及び負担金については、保育園入園児童保護者負担金現年

分が減額となっており、全体で４．７％減の８億８，５７１万９，０００円を計上し

ている。第１４款の使用料及び手数料については、前年度比１．６％増の７億 

４，６００万１，０００円を計上している。第１５款の国庫支出金については、前年

度比５．７％増の６５億８２万３，０００円を計上している。増額の要因としては、

国庫負担金については、児童福祉費負担金など民生費国庫負担金が増額の要因となっ

ている。国庫補助金については、臨時福祉給付金などが減額となっているが、子ども・

子育て支援交付金や、土木費関係の交付金が増額になったため、全体では増額となっ

ている。第１６款の県支出金については、前年度比３．３％増の２２億６，８１６万 

３，０００円を計上している。増額の要因としては、保育対策等促進事業費補助金、

選挙費委託金などが減額している一方、施設型給付負担金などが増額となっているほ

か、新たに延長保育事業費補助金などが計上されているため全体では増額となってい

る。第１７款の財産収入については、前年度比３８．５％減の４，８６８万 

３，０００円を計上している。第１９款の繰入金については、科目設定として 

４，０００円を計上している。第２０款の繰越金については、前年度と同額の４億 

５，０００万円を計上している。第２１款の諸収入については、前年度比４．８％増

の１０億６，４１９万１，０００円を計上している。第２２款の市債については、前

年度比３．７％増の１９億９８０万円を計上している。 

・歳出については、第１款の議会費については、前年度比７．１％減の２億８，８１６

万３，０００円を計上している。第２款の総務費については、前年度比１．４％増の

４９億４，８４８万５，０００円を計上している。第３款の民生費については、前年

度比５．７％増の１９０億７，２６７万８，０００円を計上している。第４款の衛生

費については、前年度比２．９％増の２８億５，５６６万８，０００円を計上してい

る。第５款の労働費については、前年度比１．１％減の１４５万４，０００円を計上

している。第６款の農林水産業費については、前年度比３．６％減の７，０９３万 

６，０００円を計上している。第７款の商工費については、前年度比２．６％減の 

２億４，０５０万２，０００円を計上している。第８款の土木費については、前年度

比９．７％増の２７億６，８１３万６，０００円を計上している。第９款の消防費に

ついては、前年度比０．８％減の１３億４３９万９，０００円を計上している。第 

１０款の教育費については、前年度比１．３％減の３６億７，１９９万４，０００円

を計上している。第１１款の公債費については、前年度比１．２％減の２９億 

７，１５７万２，０００円を計上している。第１２款の諸支出金については、災害援

護資金貸付金、土地開発基金繰出金で、６０１万３，０００円を計上している。 
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第１３款の予備費については、前年度と同額の５，０００万円を計上している。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第５号 平成２８年度 朝霞市国民健康保険特別会計予算について 

【説明】 

（薮塚健康づくり部長） 

・平成２８年度の朝霞市国民健康保険特別会計予算の総額は、１３７億２，７６４万 

１，０００円で前年度と比較して０．４％の増となっている。 

・歳入の主な概要について、第１款 国民健康保険税は、一般被保険者及び退職被保険

者の現年課税分と滞納繰越分の合計で、３１億６，３４２万９，０００円を見込み、

前年度予算と比較すると、５．７％の減となっている。なお、平成２８年度は税率等

の改正は行っていない。第３款 国庫支出金、第１項 国庫負担金は、一般被保険者

の医療費等にかかる国の定率負担分の療養給付費等負担金などで、２３億６，７８８

万６，０００円を、第２項 国庫補助金は、財政調整交付金３億２，５８６万 

２，０００円を計上し、国庫支出金の合計額で、前年度と比較し、１．５％の増とな

っている。第４款 療養給付費等交付金は、退職被保険者分の医療費等にかかる交付

金で、３億１，３３５万４，０００円を計上し、前年度と比較し、１１．０％の減と

なっている。第５款 前期高齢者交付金は、６５歳から７４歳の前期高齢者の割合に

係る不均衝を調整するための交付金で、２４億７，７６２万円を計上しており、前年

度と比較し、４．９％の増となっている。第６款 県支出金は、第１項 県負担金と

して、高額医療費共同事業負担金など９，２５０万円のほか、第２項 県補助金では、

一般被保険者における療養給付費などにかかる財政調整交付金など６億６３６２万 

４，０００円を計上し、県支出金合計で１．６％の増となっている。第７款 共同事

業交付金は、県を一つとした再保険制度の交付金で、高額医療費共同事業交付金及び

保険財政共同安定化事業交付金の合計で、３１億６，２２０万１，０００円を計上し、

前年度と比較し、０．７％の増となっている。第９款 繰入金は、保険基盤安定繰入

金、出産育児一時金、事務費繰入金などのほか、いわゆる赤字補填分として、その他

繰入金は前年同額の５億１，０００万円を計上し、合計額では、１０億５５４万 

５，０００円で、前年度と比較し、１３．４％の増となっている。第１０款 繰越金

では、その他繰越金として、前年度繰越金を１億円計上している。 

・主な歳出であるが、第１款 総務費は、第１項 総務管理費、第２項 徴税費、第３

項 運営協議会費の合計で、４，６３４万２，０００円を計上している。第２款 保

険給付費は、第１項の療養諸費は、一般、退職の被保険者に対する療養諸費支給事業

として、６９億２４４２万９，０００円を計上し、第２項の高額療養費では、高額療
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養費支給事業などで、２２頁に移り９億４６７１万７，０００円計上したほか、第３

項の移送費、第４項の出産育児諸費及び第５項の葬祭諸費をそれぞれ計上し、保険給

付費の合計は、７９億４，２４２万９，０００円で、歳出総額の５７．９％を占めて

おり、前年度と比較しますと、２．９％の増となっている。第３款 後期高齢者支援

金等につきましては、後期高齢者医療制度に対する支援金などで、１６億 

３，４８５万９，０００円を計上し、前年度と比較して４．５％の減となっている。

第６款 介護納付金は、介護保険制度を支える納付金で５億４，８５８万 

６，０００円を計上し、前年度と比較して１５．７％の減となっている。第７款 共

同事業拠出金は、県を一つとした再保険制度の拠出金で、高額医療費及び保険財政共

同安定化事業などの拠出金分として、３３億４，７１９万７，０００円を計上してお

り、前年度と比較して０．２％の減となっている。第８款 保健事業費は、第１項 特

定健康診査等事業費が１億１８４２万円、第２項 保健事業費は、人間ドック費用な

ど６，５１２万３，０００円を計上している。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第６号 平成２８年度朝霞市朝霞都市計画下水道事業特別会計予算について 

【説明】 

（澤田都市建設部長） 

・平成２８年度朝霞市朝霞都市計画下水道事業特別会計の予算額は、歳入歳出それぞれ

１９億５９万９，０００円で、前年度当初予算額と比較いたしますと、５．４％の減

となっている。 

・第２ 水洗便所改造資金融資あっせん制度に伴う損失補償及び利子補給補助について

提案したい。 

・第３ 地方債については、 

・歳入であるが、分担金及び負担金３，０４６万４，０００円は、下水道事業受益者分

担金等で、使用料及び手数料８億７，６８３万９，０００円は、下水道使用料等であ

る。国庫支出金１億３，８５０万円は、下水道事業費国庫補助金で、繰入金４億 

１，４８９万円は、一般会計からの繰入金で、繰越金２，０００万円は、前年度繰越

金である。諸収入１００万６，０００円は、融資預託金返還金等で、市債４億 

１，８９０万円は、下水道事業債の借入を見込んだものである。 

・次に、歳出であるが、下水道総務費の一般管理費１億９，５８８万８，０００円は、

職員１２人分の人件費、事務経費のほか、水洗便所改造資金融資預託金、料金徴収業

務委託料等を計上したものである。第２款 下水道事業費１３億９，３８２万 

２，０００円のうち、第１目 汚水維持管理費は、汚水設備のポンプ場の管理委託料な
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どを含め、７，２５５万３，０００円を計上している。第２目 雨水維持管理費につい

ては、需用費の光熱水費、施設等修繕料、田子山下水路費負担金等を含め 

５，８９０万５，０００円を計上したものである。第３目 汚水建設費については、旧

暫定逆線引き地区の汚水管工事費などを計上し、１億２５４万９，０００円である。

第４目 雨水建設費については、雨水管線整備のほか雨水排水緊急改善対策工事費を計

上し、５億３，４９７万５，０００円である。第５目 流域下水道事業費については、

荒川右岸流域下水道維持管理負担金及び荒川右岸流域下水道事業費負担金を合わせ、 

６億２，４８４万円を計上している。第３款 公債費については、３億５８８万 

９，０００円であるが、下水道事業債の元利償還金である。 

 

【質疑等】 

（富岡市長） 

 ・議題１の下水道事業区域外流入に関する受益者分担金条例は、予算に影響がないのか。 

（澤田都市建設部長） 

 ・下水道事業区域外流入に関する受益者分担金条例は、要綱で規定していたものを条例

で制定するもので、負担する金額等の変更はない。そのため、予算にも影響はない。 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第７号 平成２８年度朝霞市介護保険特別会計予算について 

【説明】 

（薮塚健康づくり部長） 

・平成２８年度の朝霞市介護保険特別会計予算の総額ですが、歳入歳出それぞれ５８億

９，８４４万５，０００円で前年度予算と比較して２．３％の増となっている。 

・歳入の主な概要について、第１款 保険料は、６５歳以上の第１号被保険者保険料と

して、１３億９，７４６万５，０００円で、前年度と比較して１．３％の増を見込ん

でいる。なお、保険料率等の改正はない。第３款 国庫支出金は、介護給付費に係る

国の負担等で、第１項 負担金と、第２項 補助金を合わせ、１１億 

６，３４２万８，０００円で、前年度と比較して１．５％の減となっている。第４款 

支払基金交付金は、社会保険診療報酬支払基金から交付されるもので、４０歳から６

４歳の方の介護給付費交付金などで、１５億９，６７２万７，０００円を計上し、前

年度と比較して２．１％の増となっている。第５款 県支出金は、第１項 負担金と、

１０頁に渡って第２項 補助金を合わせ、８億５，８３９万円で、前年度と比較して

３．０％の増となっている。第７款 繰入金は、第１項 一般会計及び第２項 基金

からの繰入金で、合わせて、８億８，２３２万 

８，０００円を見込み、前年度と比較して９．４％の増となっている。 

・次に、歳出の主な概要であるが、第１款 総務費は、第１項 総務管理費、第２項 徴

税費、第３項 介護認定審査会費及び趣旨普及費の合計で、９，７４９万 
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１，０００円で、前年度と比較して１．２％の増となっている。第２款 保険給付費

は、歳出総額の９６．２％を占めているが、総額で、５６億 

７，６７３万１，０００円で、前年度と比較して２．１％の増となっている。 

そのうち主なものとしては、第１項 介護サービス等諸費、４９億８，２６４万 

７，０００円、第２項 介護予防サービス等諸費、３億６，７８６万３，０００円、

第５項 特定入所者介護サービス等費２億３６９万８，０００円などを計上している。

第３款 地域支援事業費は、第１項 介護予防事業２５８６万６，０００円及び、第

２項 包括的支援事業・任意事業９５６４万７，０００円で、合計１億２，１５１万

３，０００円を計上し、前年度と比較して１５．６％の増となっている。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

 議案第８号 平成２８年度朝霞市後期高齢者医療特別会計予算 

【説明】 

（薮塚健康づくり部長） 

・歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１１億７，８２６万６，０００円で、前年

度と比較して、７．９％の増となっている。 

・歳入については、第１款 後期高齢者医療保険料を、埼玉県後期高齢者医療広域連合

による被保険者数などの試算に基づき、９億９，１２４万６，０００円を見込んでお

り、歳入総額の８４．１％を占め、前年度と比較して７．３％の増となっている。第

２款 繰入金は、保険基盤安定繰入金など、合計で１億８，３２１万８，０００円を

計上しており、前年度と比較して、１０．７％の増となっている。そのほか、繰越金、

諸収入で、３８０万２，０００円となっている。 

・次に、歳出について、第１款 総務費は、第１項 総務管理費及び第２項 徴収費の

合計で、１，３６７万円を計上し、前年度と比較して、６．５％の増となっている。

第２款 後期高齢者医療広域連合納付金は、徴収した保険料と、保険基盤安定繰入金

を合わせて、埼玉県後期高齢者医療広域連合へ納付するもので１１億５，９８９万 

４，０００円を計上し、前年度と比較して７．９％の増である。このほか、第３款 諸

支出金及び第４款 予備費を合わせ４７０万２，０００円となっている。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 
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 議案第９号 平成２８年度朝霞市水道事業会計予算 

【説明】 

（佐藤水道部長） 

 ・予算書２頁の第２条、予算の予定量は、総水戸数６万１，６００戸、年間総給水量 

１，５５１万２，５００㎥、１日平均給水量は、４万２，５００㎥を見込んでいる。 

・主要な建設改良事業については、水道施設耐震化事業で、２億８，０５０万 

９，０００円、老朽管更新事業２億２，０４８万２，０００円、電気設備更新事業で、

３億７，５５２万９，０００円をそれぞれ計上している。次に第３条収益的収入及び

支出については、まず収入の第１款事業収益は、２２億８，４９６万１，０００円、

前年の当初予算と比較すると０．２％の増となっている。収入の主なものは、第１項

営業収益は収入総額の８２．６％を占める水道料金が１８億８，７２１万３，０００

円で、第２項営業外収益では、水道利用加入金が２億３９７万３，０００円となって

いる。 

・支出の第１款事業費は、２０億４，９０４万３，０００円、前年の当初予算と比較す

ると、２．４％の減となっている。支出の主なものとして、第１項営業費用では、支

出総額の３５．４％を占める県水受水費が７億２，４５４万６，０００円で県水の受

水率は前年度と同様に、年間総給水量の７０％を予定している。次に第２項営業外費

用では、企業債の支払利息１億４，０１２万８，０００円である。なお、収入から支

出を差し引いた本年の純利益は、税込で、２億３，５９１万８，０００円を見込んで

いる。第４条、資本的収入及び支出は、まず収入の第１款資本的収入は、８億 

１，０８６万２，０００円で、前年度当初予算と比較して、１７．８％の減となって

いる。収入の主なものとして、第１項企業債としては、水道施設等の大量更新等に対

応するため、８億５００万円を計上している。 

・支出の第１款資本的支出では、１５億６，２７１万８，０００円で前年度当初予算と

比較すると、１４．７％の減となっている。これについては、平成２６年度、平成 

２７年度の二か年の継続事業で実施した泉水浄水場の着水井更新工事が終了したため

減額となった。支出の主なものとしては、第１項建設改良費では、導配水管耐震化事

業や、水圧不足改善事業、老朽管更新事業にかかる施設替え工事や舗装復旧事業を始

め、泉水浄水場及び岡浄水場の配水ポンプ制御設備工事業などとなっている。第２項

企業債償還金では、３億９，７４４万６，０００円を計上している。なお、資本的収

入額が資本的支出額に対して不足する額７億５，１８５万６，０００円については、

今年度分消費税及び地方消費税、資本的収支調整額、今年度分損益勘定留保資金、減

債積立金、建設改良積立金で補てんする。第５条の継続費については、泉水浄水場及

び岡浄水場の配水ポンプ制御設備更新事業として、２か年の継続費を設定している。 

・第６条、企業債については、水道施設耐震化事業で２億５，４００万円、老朽管更新

事業で２億４００万円、電気設備更新事業で、３億４，７００万円、合わせて８億 

５００万円を企業債の発行限度額としている。 

【質疑等】 

 なし 
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【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第１０号 平成２７年度朝霞市一般会計補正予算 

【説明】 

（上野総務部長） 

 ・予算書１頁、補正額は歳入歳出ともに、１０億８，３０８万１，０００円を増額し、

累計額は、３９０億７，８１１万１，０００円となっている。第２条の継続費の補正

については、６頁に掲載しているが、ごみ処理施設整備計画策定事業や生涯学習計画

策定事業について、総額及び年割額を変更するものである。 

・第３条の繰越明許費については、８頁に掲載しているが、高齢者支援臨時福祉給付金

給付事業など９事業である。 

・第４条の債務負担行為補正については、１０頁に掲載している。放課後児童クラブ指

定管理料について、受入児童数の拡大に伴う職員の増により、債務負担限度額に不足

が生じるため補正するものである。 

・第５条の地方債補正については、１２頁に掲載してあるが、新たに情報セキュリティ

強化対策事業を追加するほか、庁舎施設耐震化事業、道路改良事業や宮戸橋耐震補強

等負担事業の借入額の変更を行うものである。 

・歳入については、第２款の地方贈与税、第３款の利子割交付金、第４款の配当割交付

金、第６款地方消費税交付金、及び第８款自動車取得税交付金については、交付実績

により積算をした決算見込み額に基づき補正するものである。第９款国有提供施設等

所在市町村助成交付金は、交付額が確定したため、４１８万１，０００円増額してい

る。第１３款分担金及び負担金は実績に伴い、保育園入園事業補助負担金を 

８，１４１万７，０００円減額している。第１４款使用料及び手数料は屋根貸太陽光

発電事業を第１０小学校で実施することにより、行政財産使用料を３万３，０００円

増額している。第１５款国庫支出金は実績に伴う補正のほかに、国の補正案で創出さ

れた年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業補助金や地方創生加速化交付金を新た

に計上することにより、５億７，４６８万４，０００円を増額している。第１６款県

支出金は、新たに延長保育事業補助金や保育士試験受験手数料補助金を計上している

が、実績に伴う補正により、３，９２９万円の減となっている。第１７款の財産収入

は、自動販売機用敷地貸付料を減額する一方、財政調整基金利子などの預金利子を増

額することにより、１２９万６，０００円増額している。第１８款の寄付金は、民生

費寄付金など１２件の受け入れを行っている。第２１款の諸収入は、埼玉県後期高齢

者医療広域連合医療費負担金清算金などを新たに計上することにより、２，８８７万

２，０００円増額している。第２２款の市債は、道路改良事業債を減額する一方、宮

戸橋耐震補強等負担事業債などを増額するほか、情報セキュリティ強化対策事業債を

新たに計上することにより、２，２４０万円増額している。 

・次に歳出については、１６頁、各款における人件費補正については、職員などの給与
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改定などに伴う補正額を計上している。総務費については、実績に伴う補正のほか、

財政調整基金積立金や地方公共団体情報システム機構負担金の増額、新たに市民会館

の空気調和設備改修工事を計上することにより、３億２，２００万９，０００円の増

額となっている。民生費については、実績に伴う補正のほか、高齢者支援臨時福祉給

付金を新たに計上することにより、６億４，１０４万９，０００円増額している。衛

生費については、実績に伴う補正で、１億１６５万円増額している。商工費について

は、中小企業融資利子補給補助金などを増額することにより７５９万４，０００円増

額している。土木費については、実績に伴う補正のほか、国の補正予算を活用する朝

霞駅南口駅前通りアメニティーロード化事業の交通社会実験検証委託料を新たに計上

することにより５６７万２，０００円を増額している。教育費については、実績に伴

う補正で、４１４万１，０００円の増額となっている。諸支出金は、土地開発基金繰

出金を１９万４，０００円増額している。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第１１号 平成２７年度朝霞市国民健康保険特別会計補正予算 

【説明】 

（薮塚健康づくり部長） 

・今回の補正額は、歳入歳出をそれぞれ１億７，３４３万円を減額し、歳入歳出予算の

総額をそれぞれ１３９億７，１２０万７，０００円とするものである。 

・歳入については、第１款国民健康保険税については、決算見込みにより、一般被保険

者及び退職被保険者にかかるものを合わせ、９，７４９万 5，０００円を減額する。第

３款国庫支出金については第１項国庫負担金の療養給付費等負担金を、算定基礎など

の変更に伴い、１，５０７万３，０００円増額し、高額医療費共同事業費負担金を、

５１５万 

８，０００円、及び特定健康診査等負担金を、９０万７，０００円、実績によりそれ

ぞれ減額するものである。第４款 療養給付費等交付金については、退職被保険者等

に係る医療費交付金で、決定通知により、６，９４７万４，０００円を減額するもの

である。第６款 県支出金については、実績により、第１項 県負担金の高額医療費

共同事業費負担金及び、１０頁の特定健康診査等負担金を合計で、５７０万円を減額

するものである。第２項 県補助金の財政調整交付金は、歳出の保険給付費の減額に

伴い、９，２７６万７，０００円を減額する。第７款 共同事業交付金は、実績によ

り、高額医療費共同事業交付金及び保険財政共同安定化事業交付金を、 

８，５４８万６，０００円増額するものである。第９款 繰入金の一般会計繰入金に

ついては、実績により、保険基盤安定繰入金の保険税軽減分及び保険者支援分を増額、
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財政安定化支援事業繰入金を減額し、合計で２５０万９，０００円を減額する。 

・歳出について、第２款 保険給付費については、今年度の医療費の動向を勘案し、第

１項 療養諸費は、一般及び退職被保険者分の療養給付費、一般被保険者分の療養費

を合わせ、２億７５６万２，０００円を減額し、第２項 高額療養費では、一般及び

退職被保険者分の高額療養費で、５，２２７万４，０００円を増額する。第７款 共

同事業費拠出金は、国保連合会からの決定通知により、高額医療費共同事業拠出金を、

２，０６３万４，０００円、保険財政共同安定化事業拠出金を６，７９８万円、合計

で８，８６１万４，０００円を減額するものでございます。第８款 保健事業費は、

第１項 特定健康診査等事業費は、実績により、特定健康診査及び特定保健指導に係

る委託料を５１９万９，０００円減額するものでございます。第２項 保健事業費は、

実績により、人間ドックに係る委託料を１，７１８万１，０００円、生活習慣病重症

化予防対策共同事業負担金を７７１万２，０００円、それぞれ減額するものである。

第９款 基金積立金は、今回の補正による、歳入超過、及び、基金積立金利子が見込

まれるため、保険給付費支払基金等積立事業を１億５，０００円増額し積み立てるも

のである。 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第１２号 平成２７年度朝霞市都市計画下水道事業特別会計補正予算 

【説明】 

（澤田都市建設部長） 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ、７１万１，０００円の増額で、これを含めた累

計額は、２０億２，７４３万６，０００円となっている。今回の補正予算は、平成 

２７年度の給与改定にともなう補正を行うものである。 

・歳入は、第４款繰入金、一般会計繰入金を、７１万１，０００円増額する。歳出につ

いては、第１款下水道総務費の第１項総務管理費第１目一般管理費を、給料、職員人

件費、共済費負担金、負担金、補助及び交付金について７１万１，０００円増額する

ものである。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第１３号 平成２７年度朝霞市介護保険特別会計補正予算（第３号） 
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・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ６４３万７，０００円を追加するもので、歳入歳

出予算の総額を５９億３，８０３万９，０００円とする。 

・主な歳入については、第６款 財産収入第１項財産運用収入につきましては、介護保

険保険給付費支払基金利子などを１１万６，０００円増額する。第７款繰入金第１項

一般会計繰入金は、事務費繰入金を、６３２万１，０００円増額する。 

・歳出は、第１款総務費 第３項介護認定審査会費は、介護認定申請件数の増加に伴い、

６３２万１，０００円を増額する。第５款 基金積立金 第１項 基金積立金は、介

護保険給付費支払基金積立事業などを１１万６，０００円増額する。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第１４号 平成２７年度朝霞市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

【説明】 

（薮塚健康づくり部長） 

・今回の補正額は、歳入歳出それぞれ８０万円を減額し、歳入歳出予算の総額を１１億

９１万５，０００円とするものである。 

 ・歳入については、第２款 繰入金について、県と市の保険基盤安定負担金の確定によ

り、８０万円を減額する。 

・歳出については 第２款 後期高齢者医療広域連合納付金について、同じく県と市の

保険基盤安定負担金の確定に伴い、８０万円を減額するものである。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

 

議案第１５号 朝霞市部室設置条例の一部を改正する条例 

【説明】 

（神田市長公室長） 

 ・改正内容は、市長公室にオリンピック・パラリンピック施策の総合調整に関すること

を加え、市民環境部の防犯に関することを危機管理室の所管とするものである。この

改正については、平成２８年４月１日からの施行を考えている。 
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【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第１６号 行政不服審査法の施行に伴う関係条例の整備に関する条例 

【説明】 

（上野総務部長） 

・内容平成２８年４月１日に改正行政不服審査法が施行されることにともない、新たな

不服申立て制度に対応するため、市の条例中で不服申立ての手続を規定しているもの

及び同法から引用している文言について、必要な改正を行うものである。この改正に

ついては、平成２８年４月１日から施行したいと考えている。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第１７号 朝霞市地域福祉計画振興管理委員会条例の一部を改正する条例 

【説明】 

（三田福祉部長） 

・改正内容は、社会福祉法第１０７条の規定に基づく朝霞市地域福祉計画を円滑かつ適

切に実施し、地域福祉の充実を図るため、委員会の所掌事務を計画の進行管理から計

画の推進に改めるとともに、委員を増員し、合わせて委員会の名称を変更するため一

部の改正を行うものである。 

・具体的には委員会の名称を現在の地域福祉計画進行管理委員会から地域福祉計画推進

委員会へと変更する。また、委員の数を１０人以内から１５人以内とする。委員の構

成は、文言の修正、及び追加としては、地域福祉に関する活動を行うもの、を追加す

る。平成２８年４月１日から施行したいと考えている。 

 

【質疑等】 

（富岡市長） 

・委員の内訳は。 

（三田部長） 

・学識経験者２名、公募市民２名、福祉団体の代表者を増やし１１名とする。 

 

議案第１８号 朝霞市障害者自立支援協議会条例の一部を改正する条例 
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【説明】 

（三田福祉部長） 

・改正内容は、平成２８年４月１日に障害を理由とする差別の解消に関する法律が施行さ

れることにともない、内閣府から障害者差別解消支援地域協議会体制整備事業の実施に

かかる同協議会の設置、運営、の暫定指針が出され、朝霞市障害者自立支援協議会の中

に障害者差別解消支援地域協議会の機能を付加し、所掌事務の追加、及び委員定数の増

加、組織構成委員の追加をするため、必要な改正を行うものである。平成２８年４月１

日から施行したいと考えている。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第１９号 地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律の施行に伴

う関係条例の整理に関する条例 

 

【説明】 

（上野総務部長） 

・改正内容については、同法の施行にともない、引用条文の改正など、必要な改正を行

うものである。平成２８年４月１日から施行したいと考えている。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第２０号 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を

改正する条例 

 

【説明】 

（上野総務部長） 

 

・内容については、被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を

改正する法律の施行にともない、平成２７年１０月に地方公務員の共済年金が厚生年

金保険に統一されたことから、条例中で引用する傷病補償年金等に係る給付調整の文

言について、必要な改正を行うものである。また、地方公務員災害補償法施行令の一
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部が改正されることにともない、必要な改正を行うものである。なお、経過法の施行

にともなう改正については公布の日から、改正例の施行にともなう改正については平

成２８年４月１日からの施行を考えている。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第２１号 特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部を

改正する条例 

 

【説明】 

（三田福祉部長） 

・改正内容は、生活保護面接相談員の報酬を、業務内容等を踏まえ、適切な水準にする

ために報酬日額を１万円から１万３，０００円とするものである。平成２８年４月１

日から施行したいと考えている。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第２２号 市長及び副市長の給与等に関する条例及び教育委員会教育長の給与等に

関する条例の一部を改正する条例 

 

【説明】 

（上野総務部長） 

・去る平成２７年８月６日に行われた人事院勧告に基づき、職員の勤勉手当の支給月数

が引上げられることを踏まえ、市長、副市長及び教育長の期末手当について、平成２

７年度は１２月期を０．１か月分引き上げ、年間支給月数を４．２か月とし、平成２

８年度以降については、６月期と１２月期の年間の配分を改めるものである。また、

依然として厳しい本市の財政状況等を考慮し、市長の給料月額を１０％、副市長及び

教育長の給料月額を５％減じる特例措置を、平成２８年４月１日から平成２９年３月

１６日までの間、実施するものである。これらの改正のうち、期末手当を０．１か月

分引き上げる改正については公布の日から、平成２８年度以降の期末手当に係る期別

の配分及び給料月額の減額措置については、平成２８年４月１日から施行したいと考
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えている。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第２３号 朝霞市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 

【説明】 

（上野総務部長） 

・去る平成２７年８月６日に行われた人事院勧告の趣旨を踏まえ、行政職の職員の給料

を平均で０．４％、金額で１，４５３円引き上げるとともに、勤勉手当の支給月数を、

平成２７年度は１２月期を０．１か月分引上げ、平成２８年度以降は、６月期と１２

月期の年間の配分を改めるものである。また、地方公務員法が一部改正されたことに

ともない、職員の職務を給料表の級ごとに分類するための基準となる等級別基準職務

表を新たに規定するものである。なお、これらの改正のうち、給料及び平成２７年 

１２月期の勤勉手当の支給月数については、公布の日から、平成２８年度以降の勤勉

手当の期別の配分と等級別基準職務表については、平成２８年４月１日から施行した

いと考えている。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第２４号 朝霞市税条例の一部を改正する条例 

【説明】 

（上野総務部長） 

・地方税法等の一部を改正する法律の施行にともない、納税の猶予制度である徴収猶予

及び換価の猶予について、これらの手続等を条例で規定するものである。また、市民

税等の減免申請において、個人番号の記載を不要とするものである。これらの改正の

うち、納税の猶予制度の規定については、平成２８年４月１日から、個人番号の記載

を不要とする改正については、公布の日から施行したいと考えている。 

 

【質疑等】 

 なし 



25 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第２５号 朝霞市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

【説明】 

（澤田都市建設部長） 

・改正内容については、長期優良住宅の普及の促進に関する法律施行規則及び長期使用

構造等とするための措置及び維持保全の方法の基準の改正に伴い、既存住宅を増改築

する際の長期優良住宅の認定等の申請に対する審査事務を新たに行うこととなるた

め、当該審査事務に係る申請手数料の額を定めるものである。また、建築物のエネル

ギー消費性能の向上に関する法律の施行にともない、新たに建築物エネルギー消費性

能向上計画の認定等の申請に対する審査事務を行うこととなるため、別表第２を新た

に定め、当該審査事務に係る申請手数料の額を定めるものでごある。なお、手数料の

額は埼玉県及び近隣３市と同額となる予定である。この改正については、平成２８年

４月１日から施行したいと考えている。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第２６号 朝霞市体育施設設置及び管理条例の一部を改正する条例 

【説明】 

（島村生涯学習部長） 

・改正内容については、条文中第９条の免除を減免に改めることと、市長が特に認める

ことの中に使用料を１００分の５０減じることができる規程を設けるものである。具

体的な内容については、朝霞市体育施設の使用料について体育協会加盟団体が主催す

る大会において、広く市民のスポーツ、レクリエーションの普及発展に貢献されてい

ることから、使用料の一部を減額し、各団体の活動を支援するため、今回の改正を行

うものである。この改正については、平成２８年４月１日から施行したいと考えてい

る。 

 

【質疑等】 

（富岡市長） 

・免除を減免に改めるのはなぜか。 

（島村生涯学習部長） 

・現在、免除の規定しかない。１００分の５０という表現がない。 

（富岡市長） 
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・減免に改めた場合、免除もできるのか。 

（島村生涯学習部長） 

・免除と減額のどちらにも対応できる。 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第２７号 朝霞市保育園設置及び管理条例の一部を改正する条例 

【説明】 

（三田福祉部長） 

・改正内容については、子ども・子育て支援新制度の施行にともない、保育必要量の認

定区分が規定されたことから、保育標準時間及び保育短時間の１日あたりの保育時間

を定めるものである。 

・保育標準時間は午前７時から午後６時、保育短時間は午前８時半から午後４時半、ま

たこれまで要綱で定めていた、休日保育事業及び一時保育事業についても、地方自治

法に規定される公の施設の使用料としての保育料に位置づけるため、必要な改正を行

うものである。こちらの使用料については、３歳児未満は日額２，１００円、３歳児

以上は日額２，０３５円で、要綱での保育料と同額である。この改正については、平

成２８年４月１日から施行したいと考えている。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第２８号 朝霞市こども医療費支給に関する条例の一部を改正する条例 

【説明】 

（三田福祉部長） 

・改正内容につきましては、低所得の世帯に対する経済的負担の軽減をさらに図るため、

こども医療費の支給制度において、これまで支給対象外であった、入院時食事療養標

準負担額を、市の単独事業として、市町村民税が非課税又は条例の規定により免除さ

れている世帯に対し支給するため、必要な改正を行うものである。平成２８年４月１

日から施行したいと考えている。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 
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・原案のとおり決定する。 

 

議案第２９号 朝霞市ひとり親家庭等の医療費の支給に関する条例の一部を改正する

条例 

【説明】 

（三田福祉部長） 

・内容は、低所得の世帯に対する経済的負担の軽減をさらに図るため、ひとり親家庭等

の医療費の支給制度において、これまで支給対象外であった、入院時食事療養標準負

担額を、市の単独事業として、市町村民税が非課税又は条例の規定により免除されて

いる世帯に対し支給するため、必要な改正を行うものである。この改正については、

平成２８年４月１日から施行したいと考えている。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第３０号 朝霞市重度心身障害者医療費の支給に関する条例の一部を改正する条

例 

【説明】 

（三田福祉部長） 

・改正内容につきましては、低所得の世帯に対する経済的負担の軽減をさらに図るため、

重度心身障害者の医療費の支給制度において、これまで支給対象外であった、入院時

食事療養標準負担額及び生活療養標準負担額を、市の単独事業として、市町村民税が

非課税又は条例の規定により免除されている世帯に対し支給するため、必要な改正を

行うものである。この改正については、平成２８年４月１日から施行したいと考えて

いる。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第３１号 あさか子どもプラン推進委員会条例を廃止する条例 

【説明】 

（三田福祉部長） 

・内容については、あさか子どもプラン推進委員会において、あさか子どもプラン朝霞
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市次世代育成支援行動計画の実施状況を把握し進捗管理を行ってきたが、平成２６年

度をもって計画期間が終了し、本年度に実施事業の評価が完了したことから、本条例

を廃止するものである。平成２８年４月１日から施行したいと考えている。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第３２号 朝霞市基地跡地利用計画見直し検討委員会条例を廃止する条例 

【説明】 

（神田市長公室長） 

・内容について、朝霞市基地跡地利用計画見直し検討委員会より、平成２７年１１月を

もって、基地跡地利用計画案が提言され、その役割を終えたことから、本条例を廃止

するものである。本条例については、公布の日から施行したいと考えている。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第３３号 市営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例を廃止する条例 

【説明】 

（内田市民環境部長） 

・内容については、市営土地改良事業（農道舗装）において国及び県から補助を受ける

ために条例を制定したが、市営土地改良事業はすでに終了しており、また、今後も市

営土地改良事業を行う見込みがないため、本条例を廃止するものである。本条例につ

いては、公布の日から施行したいと考えている。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第３４号 朝霞市行政不服審査法施行条例 

【説明】 
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（上野総務部長） 

・内容については、行政不服審査法が全部改正され、平成２８年４月１日から施行され

ることに伴い、同法の施行に必要な手続等を定めるとともに、審査請求に係る裁決を

するに当たり、適法性等を調査審議する、朝霞市行政不服審査会を附属機関として設

置する必要があるため、新たに制定するものである。平成２８年４月１日から施行し

たいと考えている。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第３５号 朝霞市基地跡地公園・シンボルロード整備基本計画見直し検討委員会条

例 

【説明】 

（澤田都市建設部長） 

・昨年１２月に国へ提出した朝霞市基地跡地利用計画の内容を踏まえ、平成２２年に策

定した朝霞市基地跡地公園・シンボルロード整備基本計画を見直すに当たり、朝霞市

基地跡地公園・シンボルロード整備基本計画見直し検討委員会を附属機関として設置

する必要があるため、地方自治法第１３８条の４第３項の規定により、新たに制定す

るものである。本条例については、平成２８年４月１日から施行したいと考えている。 

 

【質疑等】 

（富岡市長） 

・委員構成は。 

（澤田都市建設部長） 

・学識が３名、関係行政機関が１名、市が関係する団体から推薦されたものが６名、公

募市民又は公募委員候補者名簿に登載されたものが５名となっている。 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第３６号 朝霞市消費生活センターの組織及び運営等に関する条例 

【説明】 

（内田市民環境部長） 

・本条例は、消費者安全法の一部が改正されたことにより、内閣府令で定める基準を参

酌し、新たに消費生活センターの組織及び運営並びに情報の安全管理に関する事項に

ついて条例を制定するものである。平成２８年４月１日から施行したいと考えている。 
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【質疑等】 

（富岡市長） 

・消費生活相談を実施しているが、現在、週２、３回ではなかったか。 

 

（内田市民環境部長） 

・毎日、相談を実施している。 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第３７号 朝霞市公共下水道事業区域外流入に関する受益者分担金条例 

（審議済みのため割愛） 

 

議案第３８号 市道路線の認定について 

【説明】 

（澤田都市建設部長） 

・今回認定する路線は、開発行為にともなう２路線で、都市計画法第４０条の規定によ

り帰属された道路を認定するものである。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第３９号 公平委員会委員選任に関する同意を求めることについて 

【説明】 

（内田監査員事務局長） 

・市の公平委員会委員のうち、須﨑勝茂氏の任期が平成２８年５月２１日をもって満了

となるが、同氏を再び委員に選任する提案である。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第４０号 固定資産評価審査委員会委員の選任に関する同意を求めることについて 
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【説明】 

（内田監査員事務局長） 

・本議案は、固定資産評価審査委員会委員の選任に関する同意を求めるものである。 

・市の固定資産評価審査委員会委員３名のうち、金井茂夫氏の任期が平成２８年６月 

２７日をもって満了となるが、同氏を再び委員に選任する提案である。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

議案第４１号 埼玉県市町村総合事務組合を組織する地方公共団体の数の増加及び同

組合の規約変更について 

【説明】 

（上野総務部長） 

・平成２８年４月１日から同組合に草加八潮消防組合を加入させること及び同日から皆

野・長瀞上下水道組合が名称を変更することにともない、同組合の規約を変更するこ

とについて協議する必要があるため、地方自治法第２９０条の規定により提出するも

のである。 

 

【質疑等】 

 なし 

 

【結果】 

・原案のとおり決定する。 

 

 

【閉会】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


